
◎食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利用を図る

ための農業振興地域の整備に関する法律等の一部を改正する法

律 
（令和六年六月二一日法律第六二号）   

一、 提案理由（令和六年四月二五日・衆議院農林水産委員会） 

○坂本国務大臣 

……………（略）…………… 

 続きまして、食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利用を図るための農

業振興地域の整備に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理

由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 近年、我が国の食料及び農業をめぐっては、国際情勢の変化等により世界の食料需給

が変動する中で、国内の農地面積の減少、農業従事者の減少及び高齢化が進行している

ことなどから、将来にわたる国民への食料の安定供給の確保のための対策を講ずること

が急務となっております。 

 このため、国内の農業生産の基盤である農地を確保し、その有効な利用を図る観点か

ら、農地関連制度において、確保すべき農用地の面積目標の達成に向けた措置の強化、

農地の不適切な転用の防止と適正かつ効率的な利用の確保、地域において人と農地の受

皿となる法人経営の経営基盤の強化による農地の有効利用の促進等の措置を講ずること

とし、この法律案を提出した次第であります。 

 次に、法律案の主要な内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、農業振興地域の整備に関する法律の一部改正であります。 

 まず、目的規定に、農業生産に必要な農用地等の確保及び食料の安定供給の確保を追

加するとともに、国及び地方公共団体がそれぞれの立場から農用地等の確保に努めなけ

ればならない旨を規定することとしております。 

 次に、農用地区域に定めるべき土地として、地域計画の達成のために農業上の利用を

確保することが必要であると認められる土地を追加するとともに、農用地区域からの除

外に係る都道府県知事の同意の基準として、農用地の面積目標の達成に支障を及ぼすお

それがないと認められること等を追加し、その判断材料として、市町村に対し、面積目

標への影響緩和措置等を記載した書面の提出を求めることとしております。 

 さらに、農林水産大臣は、必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、農用地

等の確保のために必要な措置について勧告等を行うこととしております。 

 第二に、農地法の一部改正であります。 

 農地の権利取得の許可に当たって考慮すべき要素に、農作業の従事者の配置と農業関

係の法令の遵守を追加するとともに、農地転用許可の際に定期的な報告等の必要な条件

をつけることとし、また、違反転用により原状回復等の措置を命ぜられた者が期限まで

に命令に従わなかった場合に、都道府県知事がその旨及び土地の地番その他必要な事項



を公表できることとしております。 

 第三に、農業経営基盤強化促進法の一部改正であります。 

 まず、農業経営発展計画制度の創設であります。農地所有適格法人であって、農業経

営改善計画の認定を一定期間以上受けていること、地域計画に農業を担う者として記載

されていること等の要件を満たす者が、物資又は役務の取引の相手方から出資を受け、

その取引の推進等により農業経営の発展を図るための計画を作成し、農林水産大臣の認

定を受けた場合には、農地法における農地所有適格法人の議決権要件を緩和する特例を

講ずることとしております。 

 次に、地域計画内の遊休農地の解消を迅速に進めるため、農地中間管理機構が当該農

地の権利設定に関し都道府県知事に裁定を申請する手続を迅速化及び義務化することと

しております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これらの法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願いを申し上げます。 

二、 衆議院農林水産委員長報告（令和六年五月二三日） 

○野中厚君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利用を図るための農業振興

地域の整備に関する法律等の一部を改正する法律案は、我が国の食料及び農業をめぐる

諸情勢の変化に鑑み、国民に対する食料の安定供給を確保するため、国及び都道府県に

おいて確保すべき農用地の面積の目標の達成に向けた措置の強化、農地の違反転用に対

する措置の強化、農地所有適格法人の食品事業者等との連携による経営の発展に関する

計画の認定制度の創設等の措置を講ずるものであります。 

……………（略）…………… 

 三法律案は、去る四月二十四日本委員会に付託され、翌二十五日、坂本農林水産大臣

から趣旨の説明を聴取した後、質疑に入り、五月九日には参考人から意見を聴取し、二

十日には埼玉県において視察を行うなど慎重に審査を行い、二十一日質疑を終局いたし

ました。 

……………（略）…………… 

 次いで、三法律案及び修正案について討論を行い、順次採決いたしましたところ、修

正案は否決され、食料供給困難事態対策法案及び食料の安定供給のための農地の確保及

びその有効な利用を図るための農業振興地域の整備に関する法律等の一部を改正する法

律案は賛成多数をもって、農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進

に関する法律案は全会一致をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 



 なお、三法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月二一日） 

 国際情勢の変化等による世界の食料需給の変動や、国内の農地面積の減少、農業従事

者の減少・高齢化が進む中、将来にわたって国民への食料の安定供給を確保するため、

農業生産の基盤である農地の総量確保と有効利用に係る措置を強化するとともに、地域

において人と農地の受け皿となる法人経営体の経営基盤強化に係る措置を講ずること

で、食料安全保障の根幹である人と農地の確保に取り組むことが重要である。 

 よって政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 人と農地の確保に向けた本法の措置については、農業従事者が安心して営農を継続

できる環境整備を前提に、今後の人・農地政策の根幹となる地域計画と一体的に進め

ることが重要であることに鑑み、地域の実情に応じた地域計画の策定、農業従事者の

所得向上等を通じた農業人材の確保、農地の集積・集約化、遊休農地や荒廃農地の解

消等の関連施策の充実・強化を図ること。 

二 確保すべき農用地等の面積の目標等に関する国と地方の協議の場については、これ

までの地方分権推進の経緯等を十分に踏まえ、地方の意見を尊重し、協議が調うよう

努めること。 

三 農用地等の確保に関する基本指針の変更については、次期食料・農業・農村基本計

画との一体的な検討を図るとともに、地域計画に位置付けられる農地の面積との関係

も踏まえ、農地の確保とその有効利用が確実に担保されるよう、国と地方の協議の場

も活用し、国と地方が基本的認識を共有しながら行うこと。また、基本指針の変更を

受けて都道府県が基本方針を変更する際、特に都道府県面積目標については、市町村

の実情を踏まえ、市町村との共通認識の下に定められるよう都道府県に周知するこ

と。 

四 国と地方公共団体との適切な役割分担の下、我が国全体及び各都道府県において必

要な農用地等が確保されるよう、国の面積目標と都道府県面積目標の合計との相異、

農林水産大臣が毎年公表する都道府県面積目標の達成状況等を踏まえ、必要があると

認められる場合には、総合的な調整や対応のため、国と地方の協議の場の柔軟な活用

を図ること。 

五 市町村による農用地区域からの除外に係る協議を受けた都道府県知事の同意に係る

事務が適正に行われるよう、同意の基準や除外に係る影響を緩和するために講じよう

とする代替措置の具体例を示すなど、必要な措置を講ずること。その際、一定の面積

により一律に面積目標達成への支障如何を考慮するような基準等ではなく、地域の実

情を考慮しつつ、当該協議に係る地方公共団体の負担等に配慮すること。 

六 農地の権利取得の許可については、農業関係法令の遵守状況の確認等が円滑に実施



され、農地を適正かつ効率的に利用する者による権利取得が促進されるよう、具体的

な判断基準の周知を行うこと。 

七 農地転用許可に係る定期報告、違反転用に係る公表も含め、違反転用を防止するた

めの措置が効果的に実施されるよう、必要な措置を講ずること。 

八 農業経営発展計画制度については、地域において人と農地の受け皿となる農業法人

の経営基盤強化により、地域農業の発展に裨益するよう、地方公共団体と密に連携し

て運用するとともに、当該制度が適切に活用されるよう、制度の趣旨及び内容につい

て、農業現場に丁寧に周知すること。 

九 農業経営発展計画の認定に当たっては、十分な審査体制を構築した上で、投機目的

の出資を排除するなど厳格に審査するとともに、計画認定後も、議決権要件の緩和に

係る農村現場の懸念を払しょくできるよう、農業現場に寄り添った監督措置等を適切

に講ずること。 

十 議決権要件の特例により出資できる者の要件を、制度の開始のため省令で定めるに

当たっては、農業に密接に関連する業種に限定することを要件の一つとした上で、出

資を受ける農地所有適格法人と農業上の取引等の実績が十分にある等の基準を満たす

食品事業者及び地銀ファンドとすること。 

十一 地域の実情に応じた人と農地の確保を図る観点から、市町村の農政関係部署及び

農業委員会事務局の人員を始めとした現場の体制整備のために必要な支援措置を十分

に講ずること。 

十二 この法律の施行に当たっては、特に不適切な営農型太陽光発電への対応、農業経

営発展計画制度に係る農村現場の懸念払しょく状況等について、常時、きめ細かく把

握・分析し、必要に応じて臨機に制度の見直し等の検討を行うこと。 

 右決議する。 

三、 参議院農林水産委員長報告（令和六年六月一四日） 

○滝波宏文君 ただいま議題となりました三法案につきまして、委員会における審査の

経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、農振法等改正案は、確保すべき農用地面積目標の達成に向けた措置の強化等を

行おうとするものです。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、三法案を一括して議題とし、参考人を招致してその意見を聴

取したほか、茨城県で現地視察を行うとともに、食料安全保障における国内生産強化の

重要性、農地確保と地域開発の調整の在り方、スマート農業促進のための環境整備等に

ついて質疑が行われました。 

 質疑を終局した後、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して田名部委員

より食料困難事態法案に反対、国民民主党・新緑風会を代表して舟山理事より食料困難



事態法案に反対、農振法等改正案及びスマート農業促進法案に賛成、日本共産党を代表

して紙委員より食料困難事態法案及び農振法等改正案に反対、スマート農業促進法案に

賛成する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 順次採決の結果、食料困難事態法案及び農振法等改正案は多数をもって、スマート農

業促進法案は全会一致をもって、いずれも原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 なお、三法案に対しそれぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年六月一三日） 

 国際情勢の変化等による世界の食料需給の変動や、国内の農地面積の減少、農業従事

者の減少・高齢化が進む中、将来にわたって国民への食料の安定供給を確保するため、

農業生産の基盤である農地の総量確保と有効利用に係る措置を強化するとともに、地域

において人と農地の受け皿となる法人経営体の経営基盤強化に係る措置を講ずることで、

食料安全保障の根幹である人と農地の確保に取り組むことが重要である。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 人と農地の確保に向けた本法の措置については、農業従事者が安心して営農を継続

できる環境整備を前提に、今後の人・農地政策の根幹となる地域計画と一体的に進め

ることが重要であることに鑑み、地域の実情に応じた地域計画の策定、農業従事者の

所得向上等を通じた農業人材の確保、農地の集積・集約化、遊休農地や荒廃農地の解

消等の関連施策の充実・強化を図ること。 

二 確保すべき農用地等の面積の目標等に関する国と地方の協議の場については、これ

までの地方分権推進の経緯等を十分に踏まえるとともに、食料安全保障の観点から、

国全体として必要となる農地の総量確保の重要性について国と地方が共有しながら、

協議が調うよう努めること。 

三 農用地等の確保に関する基本指針の変更については、次期食料・農業・農村基本計

画との一体的な検討を図るとともに、食料の安定供給の確保のため地域計画に位置付

けられる農地の面積との関係も踏まえ、農地の確保とその有効利用が確実に担保され

るよう、農地全体面積の目標を定めることを検討し、国と地方の協議の場も活用し、

国と地方が基本的認識を共有しながら行うこと。また、基本指針の変更を受けて都道

府県が基本方針を変更する際、特に都道府県面積目標については、市町村の実情を踏

まえ、市町村との共通認識の下に定められるよう都道府県に周知すること。 

四 国と地方公共団体との適切な役割分担の下、我が国全体及び各都道府県において必

要な農用地等が確保されるよう、国の面積目標と都道府県面積目標の合計との相異、

農林水産大臣が毎年公表する都道府県面積目標の達成状況等を踏まえ、必要があると

認められる場合には、総合的な調整や対応のため、国と地方の協議の場の柔軟な活用

を図ること。 



五 市町村による農用地区域からの除外に係る協議を受けた都道府県知事の同意に係る

事務が適正に行われるよう、同意の基準や除外に係る影響を緩和するために講じよう

とする代替措置の具体例を示すなど、必要な措置を講ずること。その際、一定の面積

により一律に面積目標達成への支障如何を考慮するような基準等ではなく、地域の実

情を考慮しつつ、当該協議に係る地方公共団体の負担等に配慮すること。 

六 農地の権利取得の許可については、農業関係法令の遵守状況の確認等が円滑に実施

され、農地を適正かつ効率的に利用する者による権利取得が促進されるよう、具体的

な判断基準の周知を行うこと。 

七 農地転用許可に係る定期報告、違反転用に係る公表も含め、違反転用を防止するた

めの措置が効果的に実施されるよう、必要な措置を講ずること。また、食料安全保障

の根幹は人と農地であることに鑑み、地域活性化の名目の下、安易な転用が行われな

いよう都道府県等に周知すること。 

八 農業経営発展計画制度については、地域において人と農地の受け皿となる農業法人

の経営基盤強化により、地域農業の発展に裨益するよう、地方公共団体と密に連携し

て運用するとともに、当該制度が適切に活用されるよう、制度の趣旨及び内容につい

て、農業現場に丁寧に周知すること。 

九 農業経営発展計画の認定に当たっては、十分な審査体制を構築した上で、投機目的

の出資を排除するなど厳格に審査するとともに、計画認定後も、議決権要件の緩和に

係る農村現場の懸念を払しょくできるよう、農業現場に寄り添った監督措置等を適切

に講ずること。 

十 議決権要件の特例により出資できる者の要件を、制度の開始のため省令で定めるに

当たっては、農業に密接に関連する業種に限定することを要件の一つとした上で、出

資を受ける農地所有適格法人と農業上の取引等の実績が十分にある等の基準を満たす

食品事業者及び地銀ファンドとすること。 

十一 地域の実情に応じた人と農地の確保を図る観点から、農業委員・農地利用最適化

推進委員が現場活動に十分に取り組める体制の構築や、市町村の農政関係部署及び農

業委員会事務局の人員を始めとした現場の体制整備のために必要な支援措置を十分に

講ずること。 

十二 この法律の施行に当たっては、特に不適切な営農型太陽光発電への対応、農業経

営発展計画制度に係る農村現場の懸念払しょく状況等について、常時、きめ細かく把

握・分析し、必要に応じて臨機に制度の見直し等の検討を行うこと。また、地域活性

化の名目の下、安易な転用が行われないよう、農村産業法など、農地の転用に関する

規制の特例措置について、必要に応じて見直し等の検討を行うこと。 

  右決議する。 


